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いじめ重大事態調査に関する国の指針等の改定に向けた 

論点整理資料④ 
～調査結果の説明及び公表、再調査について～ 

１．ガイドライン等の概要について 

○ 法第 28 条第２項において、いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対

して調査結果を説明することが義務付けられており、基本方針では、個人情

報やプライバシーに留意しつつ、「調査により明らかになった事実関係（い

じめ行為がいつ、誰から行われ、どのような態様であったか、学校がどのよ

うに対応したか）について、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して

説明する。」としている。また、ガイドラインでは、加害児童生徒・保護者や

他の児童生徒・保護者に対する説明についても触れており、加害児童生徒等

に対しては、事前に被害側に説明した説明した方針に沿って説明を行うこと

や、他の児童生徒等に対しては、再発防止に向けて説明を行うことを検討す

るとしている。

○ また、調査結果については、法第 29 条から第 32 条に基づいて地方公共団

体の長等への報告が義務付けられている。

○ 調査結果の公表については、ガイドラインにおいて、「学校の設置者及び

学校として、事案の内容や重大性、被害児童生徒・保護者の意向、公表した

場合の児童生徒への影響等を総合的に勘案して、適切に判断することとし、

特段の支障がなければ公表することが望ましい。」としている。

○ 調査結果を踏まえた対応としては、被害児童生徒に対する継続的なケア支

援、加害児童生徒に対する個別指導、懲戒の検討のほか、学校設置者におけ

る対応の検証及び再発防止策の検討を求めている。

○ 法律上、調査結果の報告を受けた地方公共団体の長等は、調査目的に照ら

して必要がある場合には、再調査を行うことができるとされており、ガイド

ラインでは、再調査が必要な場合として、

① 調査等により、調査時には知り得なかった新しい重要な事実が判明し

た場合又は新しい重要な事実が判明したものの十分な調査が尽くされ

ていない場合

② 事前に被害児童生徒・保護者と確認した調査事項について、十分な調

査が尽くされていない場合

③ 学校の設置者及び学校の対応について十分な調査が尽くされていない

場合

④ 調査委員の人選の公平性・中立性について疑義がある場合

の４点を示している。 

○ 再調査の実施については、重大事態調査の進め方を参考として行うことと

している。

資料１-２ 
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２．検討すべき論点について  

（調査結果の説明、公表のあり方） 

○ 調査結果については、法第 28 条第２項に基づいて被害児童生徒・保護者

への提供が求められるところ、個人情報やプライバシーに関する留意が必

要になる。 

○ 個人情報保護法に基づいて、聴取対象となる児童生徒やその保護者に対

しては、予め調査開始前にそのことを説明し、了承を得た上で、調査報告

書を取りまとめる等の方法をガイドラインに記載することが必要ではない

か。 

○ また、調査結果のホームページ等における公表については、本調査が再

発防止策の提言等も行うものであることから、当該事案を反省、教訓とし

て生かしていくためにも、特段の支障がない限りは公表することが望まし

い。 

○ 他方、個人情報保護法等の関係法令に基づいた対応も必要となるが、望

ましい公表のあり方についてどのように考えるか。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

（再発防止策の実効性の確保） 

○ 重大事態調査の目的については、法令上「同種の事態の発生の防止に資

するため」と規定しており、当該校及び学校設置者においては、調査結果

を踏まえた再発防止の取組が求められている。一方、調査で提言された再

発防止策の進捗管理や取組の検証等については特段ガイドライン等に規定

はない。 

○ 各学校・学校設置者における再発防止策の実効性を確保するため、調査

結果を取りまとめる際にあわせて再発防止策の進捗管理や効果検証の方法

も盛り込むようにすることは考えられるか。具体的な進捗管理や効果検証

の場としては、「学校いじめ対策組織」や「いじめ問題対策連絡協議会」の

活用が考えられないか。 

 

（再調査の考え方、調査の進め方について） 

○ 再調査を行う必要がある場合として、 

①調査等により、調査時には知り得なかった新しい重要な事実が判明した場

合又は新しい事実が判明したものの十分な調査が尽くされていない場合 

②事前に被害児童生徒・保護者と確認した調査事項について、十分な調査が

尽くされていない場合 

③学校の設置者及び学校の対応について十分な調査が尽くされていない場合 

④調査委員の人選の公平性・中立性に疑義がある場合 

をガイドラインではあげているが、見直す必要があるか。 
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○ 例えば、「④調査委員の人選の公平性・中立性に疑義がある場合」につい

ては、事前に被害児童生徒・保護者に調査委員の人選等に説明することが

ガイドライン上前提となっているところ、適正な手続きを踏んでいない場

合の記載に見直す必要はないか。 

○ また、再調査については、重大事態調査と同様に行うことがガイドライ

ンに記載されているが、再調査は、重大事態調査の結果について調査を行

うものであり、調査の始め方等は重大事態調査とは異なる。 

○ こうした点を踏まえて、再調査の進め方について、どのような配慮や留

意点を盛り込むことが考えられるか。 

○ その他、再調査固有の観点としてどのように事項を検討すべきか。 

 

 

３．いじめ重大事態調査に関するガイドライン等の記載 

 
＜いじめ防止対策推進法＞ 

（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」

という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学

校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該

重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。 

一  いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあ

ると認めるとき。 

二  いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて

いる疑いがあると認めるとき。 

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係る

いじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の必要

な情報を適切に提供するものとする。 

３ （略） 

 

（国立大学に附属して設置される学校に係る対処） 

第２９条 (略) 

２ 前項の規定による報告を受けた文部科学大臣は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大

事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、前条第一項の規定による調査の

結果について調査を行うことができる。 

３ 文部科学大臣は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る国立大学法人又はその

設置する国立大学に附属して設置される学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態

と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずることができるよう、国立大学法人法第三十

五条において準用する独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第六十四条第一項に規定す

る権限の適切な行使その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（公立の学校に係る対処） 

第３０条 (略) 

２ 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該

重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査を行

う等の方法により、第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うことができる。 

３ 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を議会に報告しなければ
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ならない。 

４ 第二項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十

一年法律第百六十二号）第二十一条に規定する事務を管理し、又は執行する権限を与えるものと解

釈してはならない。 

５ 地方公共団体の長及び教育委員会は、第二項の規定による調査の結果を踏まえ、自らの権限及び

責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のた

めに必要な措置を講ずるものとする。 

 

第３０条の２ 第二十九条の規定は、公立大学法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八

号）第六十八条第一項に規定する公立大学法人をいう。）が設置する公立大学に附属して設置される

学校について準用する。この場合において、第二十九条第一項中「文部科学大臣」とあるのは「当該

公立大学法人を設立する地方公共団体の長（以下この条において単に「地方公共団体の長」という。）」

と、同条第二項及び第三項中「文部科学大臣」とあるのは「地方公共団体の長」と、同項中「国立大

学法人法第三十五条において準用する独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第六十四条

第一項」とあるのは「地方独立行政法人法第百二十一条第一項」と読み替えるものとする。 

 

（私立の学校に係る対処） 

第３１条 (略) 

２ 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大

事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査を行う等

の方法により、第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うことができる。 

３ 都道府県知事は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る学校法人又はその設置

する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために

必要な措置を講ずることができるよう、私立学校法第六条に規定する権限の適切な行使その他の必

要な措置を講ずるものとする。 

４ 前二項の規定は、都道府県知事に対し、学校法人が設置する学校に対して行使することができる

権限を新たに与えるものと解釈してはならない。 

 

第３２条 (略) 

２ 前項の規定による報告を受けた認定地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又は

当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査

を行う等の方法により、第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うことができ

る。 

３ 認定地方公共団体の長は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る学校設置会社

又はその設置する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の

防止のために必要な措置を講ずることができるよう、構造改革特別区域法第十二条第十項に規定す

る権限の適切な行使その他の必要な措置を講ずるものとする。 

４ 前二項の規定は、認定地方公共団体の長に対し、学校設置会社が設置する学校に対して行使する

ことができる権限を新たに与えるものと解釈してはならない。 

５ 第一項から前項までの規定は、学校設置非営利法人（構造改革特別区域法第十三条第二項に規定

する学校設置非営利法人をいう。）が設置する学校について準用する。この場合において、第一項中

「学校設置会社の代表取締役又は代表執行役」とあるのは「学校設置非営利法人の代表権を有する

理事」と、「第十二条第一項」とあるのは「第十三条第一項」と、第二項中「前項」とあるのは「第

五項において準用する前項」と、第三項中「前項」とあるのは「第五項において準用する前項」と、

「学校設置会社」とあるのは「学校設置非営利法人」と、「第十二条第十項」とあるのは「第十三条

第三項において準用する同法第十二条第十項」と、前項中「前二項」とあるのは「次項において準用

する前二項」と読み替えるものとする。 

 

＜いじめの防止等のための基本的な方針（平成２５年１０月文部科学大臣決定（平成２９年３月最終

改定））＞ 
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４ 重大事態への対処 

（１）学校の設置者又は学校による調査 

ⅱ）調査結果の提供及び報告 

① いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対する情報を適切に提供する責任 

学校の設置者又は学校は、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して、事実関係等その

他の必要な情報を提供する責任を有することを踏まえ、調査により明らかになった事実関係（い

じめ行為がいつ、誰から行われ、どのような態様であったか、学校がどのように対応したか）に

ついて、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して説明する。この情報の提供に当たって

は、適時・適切な方法で、経過報告があることが望ましい。 

これらの情報の提供に当たっては、学校の設置者又は学校は、他の児童生徒のプライバシー

保護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配慮し、適切に提供する。 

ただし、いたずらに個人情報保護を盾に説明を怠るようなことがあってはならない。 

質問紙調査の実施により得られたアンケートについては、いじめられた児童生徒又はその保

護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭におき、調査に先立ち、その旨を調査対象と

なる在校生やその保護者に説明する等の措置が必要であることに留意する。 

また、学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、情報の提供の内容・方法・時

期などについて必要な指導及び支援を行うこととされており、学校の設置者の適切な対応が求

められる。 

② 調査結果の報告 

調査結果については、国立学校に係る調査結果は文部科学大臣に、公立学校に係る調査結果

は当該地方公共団体の長に、私立学校に係る調査結果は、当該学校を所轄する都道府県知事に、

学校設置会社が設置する学校に係る調査結果は当該学校設置会社の代表取締役等を通じて認定

地方公共団体の長に、それぞれ報告する。 

上記①の説明の結果を踏まえて、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合に

は、いじめを受けた児童生徒又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果の

報告に添えて地方公共団体の長等に送付する。 

 

（２）調査結果の報告を受けた文部科学大臣、地方公共団体の長又は都道府県知事による再調査及び

措置 

ⅰ）再調査 

上記②の報告を受けた文部科学大臣、地方公共団体の長、都道府県知事は、当該報告に係る重

大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるとき

は、法第２８条第１項の規定による調査の結果について調査（以下「再調査」という。）を行う

ことができる。法第３０条第２項及び第３１条第２項で規定する「附属機関を設けて調査を行

う等の方法」とは、当該再調査を行うに当たって、専門的な知識又は経験を有する第三者等によ

る附属機関を設けて行うことを主な方法として念頭に置いたものであるが、 「等」としては、地

方公共団体が既に設置している附属機関や監査組織等を活用しながら調査を進めることなども

考えられる。 

これらの附属機関については、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家であるス

クールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門的な知識及び経験を有する者であ

って、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有する者ではない者（第

三者）について、職能団体や大学、学会からの推薦等により参加を図り、当該調査の公平性・中

立性を図るよう努めることが求められる。 

また、附属機関を置く場合、重大事態の発生の都度、条例により機関を設置することは、迅速

性という観点から必ずしも十分な対応ができないおそれがあるため、あらかじめ法にいう重大

事態に対応するための附属機関を設けておくことも考えられる。 

国立学校・私立学校について、法により、文部科学大臣・都道府県知事に新たな権限が付与さ

れるものではないが、文部科学大臣・都道府県知事は、当該事案に係る資料の提供等を求め、資

料の精査や分析を改めて行うこと等が考えられる。 

なお、従前の経緯や事案の特性から必要な場合や、いじめられた児童生徒又は保護者が望む

場合には、法第２８条第１項の調査に並行して、地方公共団体の長等による調査を実施するこ
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とも想定しうる。この場合、調査対象となる児童生徒等への心理的な負担を考慮し、重複した調

査とならないよう、法第２８条第１項の調査主体と、並行して行われる調査主体とが密接に連

携し、適切に役割分担を図ることが求められる（例えば、アンケートの収集などの初期的な調査

を学校の設置者又は学校が中心となって行い、収集した資料に基づく分析及び追加調査を、並

行して行われる調査で実施する等が考えられる）。【再掲】 

再調査についても、学校の設置者又は学校等による調査同様、再調査の主体は、いじめを受け

た児童生徒及びその保護者に対して、情報を適切に提供する責任があるものと認識し、適時・適

切な方法で、調査の進捗状況等及び調査結果を説明する。 

 

ⅱ）再調査の結果を踏まえた措置等 

公立学校の場合、地方公共団体の長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及

び責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防

止のために必要な措置を講ずるものとすることとされている。国立学校・私立学校等について

も、本法により特別に新たな権限が与えられるものではないが、国立大学法人法において準用

する独立行政法人通則法の規定や私立学校法の規定等に定める権限に基づき、必要な措置を講

ずることとされている。 

「必要な措置」としては、教育委員会においては、例えば、指導主事や教育センターの専門家

の派遣による重点的な支援、生徒指導に専任的に取り組む教職員の配置など人的体制の強化、

心理や福祉の専門家であるスクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー、教員・警察官

経験者など外部専門家の追加配置等、多様な方策が考えられる。首長部局においても、必要な教

育予算の確保や児童福祉や青少年健全育成の観点からの措置が考えられる。 

また、公立学校について再調査を行ったとき、地方公共団体の長はその結果を議会に報告し

なければならないこととされている。議会へ報告する内容については、個々の事案の内容に応

じ、各地方公共団体において適切に設定されることとなるが、個人のプライバシーに対しては

必要な配慮を確保することが当然求められる。 

 

 
＜いじめ重大事態の調査に関するガイドライン＞ 

 

第７ 調査結果の説明・公表 

（調査結果の報告） 

○ 重大事態の調査結果を示された学校の設置者及び学校は、調査結果及びその後の対応方針につい

て、地方公共団体の長等に対して報告・説明すること（法第 29条から第 32条まで）。その際、公立

学校の場合は、教育委員会会議において議題として取り扱い、総合教育会議において議題として取

り扱うことも検討すること。また、私立学校の場合についても、総合教育会議において議題として取

り扱うことを検討すること。 

 

（地方公共団体の長等に対する所見の提出） 

○ 調査結果を地方公共団体の長等に報告する際、被害児童生徒・保護者は、調査結果に係る所見をま

とめた文書を、当該報告に添えることができる。学校の設置者及び学校は、このことを、予め被害児

童生徒・保護者に対して伝えること。 

 

（被害児童生徒・保護者に対する情報提供及び説明） 

○ 法第 28条第 2項は「学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったとき

は、当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実

関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。」と規定しており、被害児童生徒・保護者

に対して調査に係る情報提供及び調査結果の説明を適切に行うことは、学校の設置者又は学校の法

律上の義務である。被害児童生徒・保護者に対する情報提供及び説明の際は、このことを認識して行

うこと。 

○ 学校の設置者及び学校は、各地方公共団体の個人情報保護条例等に従って、被害児童生徒・保護者
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に情報提供及び説明を適切に行うこと。その際、「各地方公共団体の個人情報保護条例等に照らして

不開示とする部分」を除いた部分を適切に整理して行うこと。学校の設置者及び学校は、いたずらに

個人情報保護を盾に情報提供及び説明を怠るようなことがあってはならない。また、法 28条第 2項

に基づく被害児童生徒・保護者に対する調査に係る情報提供を適切に行うために、各地方公共団体

の個人情報保護・情報公開担当部局や専門家の意見を踏まえて検討を行うなど、可能な限りの対応

を行うこと。 

○ 事前に説明した方針に沿って、被害児童生徒・保護者に調査結果を説明すること。また、加害者側

への情報提供に係る方針について、被害児童生徒・保護者に改めて確認した後、加害者側に対する情

報提供を実施すること。 

 

（調査結果の公表、公表の方法等の確認） 

○ いじめの重大事態に関する調査結果を公表するか否かは、学校の設置者及び学校として、事案の

内容や重大性、被害児童生徒・保護者の意向、公表した場合の児童生徒への影響等を総合的に勘案し

て、適切に判断することとし、特段の支障がなければ公表することが望ましい。学校の設置者及び学

校は、被害児童生徒・保護者に対して、公表の方針について説明を行うこと。 

○ 調査結果を公表する場合、調査組織の構成員の氏名についても、特段の支障がない限り公表する

ことが望ましい。 

○ 調査結果を公表する場合、公表の仕方及び公表内容を被害児童生徒・保護者と確認すること。報道

機関等の外部に公表する場合、他の児童生徒又は保護者等に対して、可能な限り、事前に調査結果を

報告すること。学校の設置者及び学校として、自ら再発防止策（対応の方向性を含む）とともに調査

結果を説明しなければ、事実関係が正確に伝わらず、他の児童生徒又は保護者の間において憶測を

生み、学校に対する不信を生む可能性がある。 

 

（加害児童生徒、他の児童生徒等に対する調査結果の情報提供） 

○ 学校の設置者及び学校は、被害児童生徒・保護者に説明した方針に沿って、加害児童生徒及びその

保護者に対していじめの事実関係について説明を行うこと。学校は、調査方法等のプロセスを含め、

認定された事実を丁寧に伝え、加害児童生徒が抱えている問題とその心に寄り添いながら、個別に

指導していじめの非に気付かせ、被害児童生徒への謝罪の気持ちを醸成させる。 

○ 報道機関等の外部に公表しない場合であっても、学校の設置者及び学校は、再発防止に向けて、重

大事態の調査結果について、他の児童生徒又は保護者に対して説明を行うことを検討する。 

 

第８ 個人情報の保護 

（結果公表に際した個人情報保護） 

○ 調査結果の公表に当たり、個別の情報を開示するか否かについては、各地方公共団体の情報公開

条例等に照らして適切に判断すること。 

○ 学校の設置者及び学校が、調査報告書における学校の対応や、学校に対する批判に係る記述を個

人情報と併せて不開示とした場合、学校が事実関係を隠蔽しているなどと、外部からの不信を招く

可能性がある。学校の設置者及び学校として、「各地方公共団体の情報公開条例等に照らして不開示

とする部分」を除いた部分を適切に整理して開示すること。学校の設置者及び学校は、いたずらに個

人情報保護を盾に説明を怠るようなことがあってはならない。 

 

第９ 調査結果を踏まえた対応 

（被害児童生徒への支援、加害児童生徒に対する指導等） 

○ 被害児童生徒に対して、事情や心情を聴取し、当該児童生徒の状況に応じた継続的なケアを行い、

被害児童生徒が不登校となっている場合は学校生活への復帰に向けた支援や学習支援を行うこと。

その際、必要に応じて、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門家を活用する

こと。 

○ 調査結果において、いじめが認定されている場合、加害者に対して、個別に指導を行い、いじめの

非に気付かせ、被害児童生徒への謝罪の気持ちを醸成させる。加害児童生徒に対する指導等を行う

場合は、その保護者に協力を依頼しながら行うこと。また、いじめの行為について、加害者に対する

懲戒の検討も適切に行うこと。【再掲】 
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○ 学校の設置者として、学校への積極的な支援を行うこと。特に市町村教育委員会においては、いじ

めの加害児童生徒に対する出席停止措置の活用や、被害児童生徒・保護者が希望する場合には、就学

校の指定の変更、区域外就学等の弾力的な対応を検討することも必要である。 

 

（再発防止、教職員の処分等） 

○ 学校の設置者は、調査結果において認定された事実に基づき、いじめの未然防止、早期発見、対

処、情報共有等の学校の設置者及び学校の対応について検証し、再発防止策の検討を行うこと。 

○ 学校の設置者及び学校におけるいじめ事案への対応において、法律や基本方針等に照らして、重

大な過失等が指摘されている場合、教職員に対する聴き取りを行った上で客観的に事実関係を把握

し、教職員の懲戒処分等の要否を検討すること。また、学校法人においても、法人としての責任を果

たすべく、これらを含めた適切な対応を検討すること。 

 

第１０ 地方公共団体の長等による再調査 

（再調査を行う必要があると考えられる場合） 

○ 例えば、以下に掲げる場合は、学校の設置者又は学校による重大事態の調査が不十分である可能

性があるため、地方公共団体の長等は、再調査の実施について検討すること。 

① 調査等により、調査時には知り得なかった新しい重要な事実が判明した場合又は新しい重要な事

実が判明したものの十分な調査が尽くされていない場合 

②事前に被害児童生徒・保護者と確認した調査事項について、十分な調査が尽くされていない場合 

③学校の設置者及び学校の対応について十分な調査が尽くされていない場合 

④調査委員の人選の公平性・中立性について疑義がある場合 

※だだし、上記①～④の場合に、学校の設置者又は学校による重大事態の調査（当初の調査）の主体

において、追加調査や構成員を変更した上での調査を行うことも考えられる。 

 

（地方公共団体の長等に対する所見の提出）【再掲】 

○ 調査結果を地方公共団体の長等に報告する際、被害児童生徒・保護者は、調査結果に係る所見をま

とめた文書を、当該報告に添えることができる。学校の設置者及び学校は、このことを、予め被害児

童生徒・保護者に対して伝えること。 

 

（再調査の実施） 

○ 地方公共団体の長等は、再調査を行うこととした場合、上記第１から第８までの事項に沿って、調

査を進めること。 

○ 公立学校について再調査を実施した場合、地方公共団体の長は、その結果を議会に報告しなけれ

ばならない（法第 30 条第 3 項）。議会へ報告する内容については、個々の事案の内容に応じ、各地

方公共団体において適切に設定されることとなるが、個人のプライバシーに対しては必要な配慮を

確保することが求められる。 

 

 
＜不登校重大事態に係る調査の指針＞ 

 

４ 対象児童生徒・保護者への情報提供 

法第２８条第２項は、設置者又は学校は、調査を行ったときは、当該調査に係るいじめを受けた児童

等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供す

るものと定めている。 

そのため、調査主体は、調査結果（今後の支援方策や再発防止策を含む。）を取りまとめた後、その

内容を対象児童生徒及びその保護者に説明するものとする。その際、調査結果を取りまとめた書面を

法定の報告先へ提出する際に、希望があれば、対象児童生徒又はその保護者の所見を記載した文書を

添えることができる旨を説明する。 

なお、上記説明に際しては、いじめを行ったとされる児童生徒を含む関係児童生徒のプライバシー

保護にも配慮する必要がある。具体的には、公立の学校の場合は当該地方公共団体の個人情報保護条



9 
 

例において、国立の学校の場合は独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律において、

私立の学校の場合は文部科学省所管事業分野における個人情報保護に関するガイドラインにおいて、

それぞれ個人情報の第三者提供に関するルールが定められている以上、その範囲内で可能な限りの情

報を提供する。 

（留意事項） 

・ 不登校重大事態に至る可能性のある事案については、重大事態に至る相当前の段階から調査

の準備作業が進められる結果、重大事態に至る時点では、既に相応の情報が収集・整理された状

態に至っていると考えられる。欠席が３０日に到達する前後には、提供できる情報の範囲につ

いて具体的な方針を立て、重大事態に至った際にいじめを受けたとされる児童生徒及び保護者

へ説明できるよう準備する。 

・ 同時に、調査の対象となった児童生徒及びその保護者に対しても、対象児童生徒及びその保

護者に調査結果を情報提供する旨を説明する。 

・ 調査の結果、いじめがあったとの事実を確定した場合は、いじめをした児童生徒に対し、いじ

めは許されない行為であることを学校と家庭が連携して指導する必要があることから、当該児

童生徒に加えてその保護者にも調査結果を情報提供する。その際、あらかじめ、対象児童生徒及

びその保護者に対し、いじめをした児童生徒とその保護者に調査結果を情報提供する旨を伝え、

理解を得るように努める。なお、いじめをした児童生徒とその保護者に対する情報提供に際し

ても、対象児童生徒のプライバシー保護に配慮すべきは当然である。 

・ 当該重大事態に係るいじめそのものは一定の解消が図られた場合であっても、引き続き不登

校の状況が継続することも少なくない。学校及び設置者は、対象児童生徒及び保護者に対し、調

査結果のみならず学校復帰の支援策を提示し、理解を得るよう努める。 

 

５ 結果についての地方公共団体の長等への報告 

調査結果を書面に取りまとめた後、当該書面をもって法定の報告先へ報告する。報告を受けた地方

公共団体の長等は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止の

ため必要があると認めるときは、いじめ法第２８条１項の規定による調査の結果について調査（いわ

ゆる再調査）を行うことができるとされているので、再調査が行われる場合は、学校及び設置者は、調

査を通じて得られた資料の再調査組織への提供その他の協力をする。 

（留意事項） 

・ 公立学校における重大事態に係る調査結果については、各地方公共団体における教育行政の

責に任ずる教育委員会として把握しておくべき事柄であることから、教育委員会会議において、

事務局から各教育委員に直接説明すべきである。 

・ ただし児童生徒の個人情報が多く含まれることから、会議を一部非公開としたり、会議資料

から個人情報を除いたりするなどの配慮が必要である 

 


